




















　本調査は、2010 年 9 月から 10 月にかけて、全国の 135 大学（すべての国立大学含む）に「学生
による授業評価に関するアンケート」を郵送し、アンケート用紙の返送とともに最近の「授業評価報





















































































形態（講義と演習）に分けて、学生と教員そして全体にわたる 39 項目について 5 段階評価で回答を
求めていた。しかし、集計分析が煩雑になるのと、アンケート項目が多くなると学生の集中力が低下



















































図 3　アンケート項目（横軸の番号は表 1 の質問番号に対応する）
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以外の項目はすべて 45%を超える高い比率を占めており、特に、｢15．この授業における学生の充実

















































































































































図 6　活用方法（横軸の番号は表 5 の質問番号に対応する）
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4. 考察














文部科学省高等教育局、『大学における教育内容等の改革状況について（平成 20 年度）』（平成 22 年
5 月 26 日）、p.21.
（2） 山形大学の FD ネットワーク“つばさ”（http://www.yamagata-u.ac.jp/gakumu/tsubasa/）には、













授業の出席状況 70 55 458 583
69 58 481 608
77 50 403 530
75 62 437 574
77 61 499 637
84 73 551 708
69 42 332 443
71 60 508 639
75 57 480 612
72 53 405 530
70 61 408 539
43 22 204 269
73 44 413 530

























注 2．「0 回」「1 回」「2 回」「3 回」「4 回以上」から一つを選択する。








旭川医科大学 横浜国立大学 島根大学 青森県立保健大学
小樽商科大学 上越教育大学 岡山大学 山形県立保健医療大学
北見工業大学 新潟大学 広島大学 会津大学
北海道大学 信州大学 山口大学 青森中央学院大学
北海道教育大学 富山大学 徳島大学 石巻専修大学
室蘭工業大学 北陸先端科学技術大学院大学 鳴門教育大学 東北生活文化大学
弘前大学 金沢大学 香川大学 東北文教大学
岩手大学 福井大学 愛媛大学 公立はこだて未来大学
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東北大学 岐阜大学 福岡教育大学 札幌医科大学
宮城教育大学 静岡大学 佐賀大学 旭川大学
秋田大学 愛知教育大学 長崎大学 札幌国際大学
山形大学 豊橋技術科学大学 熊本大学 天使大学
福島大学 名古屋大学 鹿児島大学 道都大学
茨城大学 三重大学 鹿屋体育大学 苫小牧駒沢大学
筑波大学 滋賀大学 琉球大学 函館大学
宇都宮大学 滋賀医科大学 筑波技術大学 藤女子大学
埼玉大学 京都工芸繊維大学 茨城県立医療大学 北翔大学
電気通信大学 大阪大学 文教大学 北星学園大学
東京医科歯科大学 大阪教育大学 了徳寺大学 北海商科大学
東京学芸大学 神戸大学 嘉悦大学 北海道医療大学
東京芸術大学 兵庫教育大学 東京女学館大学 北海道工業大学
東京工業大学 奈良教育大学 日本女子大学 北海道薬科大学
東京農工大学 奈良女子大学 神奈川大学 稚内北星学園大学
一橋大学 鳥取大学 関東学院大学 （順不同）
（資料 2）「その他」に記載されたコメントの抜粋
Ⅰ　実施回数
小樽商科大学 7 月に前期開講科目分、1 月に通年・後期開講科目について実施
北海道教育大学 1 年に 4 回（前期及び後期において授業期間の中間と期末に各 1 回実施）
弘前大学 前・後期の学期末の他に、前期・後期とも希望する教員を対象に学期途中にアンケートを実施
岩手大学 平成 22 年度からは、2 年に 1 回とし、それまでは全科目を対象としていた
秋田大学 1 年に 4 回（前期及び後期の中間と最終回）
筑波大学 1 年に 3 回（3 学期制のため）
宇都宮大学 期末アンケートの他、フォローアップとして、中間アンケート（記述式）を実施している
新潟大学 第 1 学期・第 2 学期に各 1 回
北陸先端科学技術大学院大学 本学の常勤の教員が担当している科目について実施している
金沢大学 学期中間 2 回、学期末 2 回のアンケートを実施した部局もある。
福井大学 1 年に 2 回（医学部、工学部）、3 年に 1 回（共通教育）、H17・H22 実施（教育地域科学部）
静岡大学 学期毎に中間・最終を 1 回ずつ実施。ただし、中間については来年度より廃止し、随時実施可能なコメントペーパーを導入予定
鳥取大学 平成 22 年度より、前期及び後期の中間期（集計はしない）並びに学期末に各 1回行い、1 年間に 4 回実施
福岡教育大学 1 年に 4 回
熊本大学 全学の最低実施基準として 3 年間で 1 回の実施を定め、各部局においては、それ以上の実施基準を定めてアンケートを実施している
神奈川大学 全科目実施は隔年で 1 年に 2 回、初年次教育科目「FYS（ファースト・イヤー・セミナー）」は毎年 1 回実施
石巻専修大学 学部学生に対して、3 年に 1 回
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北翔大学 前・後期で終了する科目で教員に希望する 1 科目を調査し実施（複数科目可）。希望する科目がない場合は、履修登録者数の最も多い 1 科目を指定し実施
北海道医療大学 前期・後期に分け、最終講義で実施
北海道薬科大学 前期・後期（中間・最終）計 4 回
稚内北星学園大学 7 月に前期開講科目分、1 月に通年・後期開講科目について実施
Ⅱ　実施対象
旭川医科大学 講義に対する授業評価・・・講師以上（授業のコーディネーターをする場合、助教も含める）
北海道大学 担当の授業（講義・演習）のうち、少なくとも 1 年間にひとつの授業について実施
北海道教育大学 教員担当科目のうち 1 科目（各学期の中間及び期末に実施する科目は同一科目とする。）
弘前大学 卒業研究・臨地臨床実習科目・履修者 5 名以下の授業科目を除いた全開講科目
茨城大学 専門演習が受講者数 10 名未満の科目を除く






東京農工大学 1．通常科目（原則として年間で各教員学部 1 科目、学府（大学院）1 科目。複数講義を受け持つ場合は受講者数が最多の科目）、2．全ての複数教員担当科目




いて（教育地域科学部）、1 教官 1 年で最低 1 科目（工学部）、前期授業におけ
る開講科目（各課程・学科で開講されている専門教育科目の一部を、他課程・
学科の学生のために共通教育科目として開放している科目を除く）（共通教育）
静岡大学 実験、実習、実技、卒業研究及び 10 名未満の科目は除く
愛知教育大学 年度により実施の対象となる授業を科目区分ごとに分けて実施。3 年 1 サイクルで全開講科目のアンケートを実施している。






熊本大学 全学の最低実施基準として履修登録者数が 20 名以上の授業科目を対象とし、各部局においてはそれ以上の実施基準を定めてアンケートを実施している
茨城県立医療大学 臨床（地）実習科目を除いた全開講科目
石巻専修大学 少人数の実験等を除く
札幌国際大学 教員 1 名につき原則として教員所属の学科の開講科目から 1 科目を選定



























































か、・「10 の底力」（平成 20 年度文科省学生支援プログラム選定「卒業成長値を























北陸先端科学技術大学院大学 教室で実施し、教員、学生又は事務職員が回収する（何れが回収するかは、科目の担当教員の判断による）。ただし、自由記述は Web で回答する。











































































大阪大学 一部部局では、集計結果を教務委員会で検討し、授業改善に努めたり、科目別ごとに集計結果を公表（科目担当者名なし）、科目別 FD で活用している。
大阪教育大学 集計結果を各担当教員へ提示し、その結果を踏まえた改善方法等をアンケート形式により提出を求めている。























































A Questionnaire Survey of Course Evaluation Conducted
in Japanese Universities
NAGAHARA Kazuo, SUGAWARA Ryo, MATSUOKA  Shinji  and IKEDA  Hiroshi 
Abstract : A Questionnaire Survey of Course Evaluation (hereinafter shortened to CE) was done September 
to October 2010 to 135 Japanese universities, and 95 answers (70.4%) were collected. The questionnaire 
consists of ① Frequency of CE, ② Object of CE, ③ Form of CE, ④ Collection of the answer sheets, ⑤ Data 
processing, and ⑥ Exploitation of CE data. Through our research the actual state of CE in Japan has become 
clear, and we have proposed a universal form of CE available in any university. We hope this research will 
initiate further study of CE. 
